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１.ＩＣＴシステムの消費電力を抑制するための技術等の研究開発の推進・・・・

●最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発
●グリーンＩＣＴ研究開発（グリーンネットワーク基盤技術の研究開発）
●フォトニックネットワーク技術に関する研究開発
●ＩＣＴグリーンイノベーション推進事業

２.データセンター等の省エネ化の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●「ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン」の普及促進

３.スマートグリッドの導入推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●ネットワーク統合制御システムの技術規格の策定及び標準化の推進
●ＩＣＴの積極的な利活用による地域における環境負荷軽減の促進

４.環境負荷の高い分野における「Green by ICT」の推進・・・・・・・・・・・・・
●低炭素社会の実現に向けたＩＴＳ情報通信システムに関する調査及び実証

●グリーンＩＣＴの標準化の推進
●次世代テレワーク環境に関する調査研究

Ⅰ．環境分野における具体的プロジェクト
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Ⅱ．医療分野における具体的プロジェクト

１.規制・制度の見直し等による遠隔医療の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●医療分野におけるＩＣＴ利活用の促進（遠隔医療等の推進）

２.健康・医療情報等を活用するための情報インフラ整備の推進・・・・・・
●医療分野におけるＩＣＴ利活用の促進[日本版ＥＨＲの推進]

（健康情報活用基盤構築事業）

３.高度な遠隔医療実現のための技術開発の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・
●革新的な３次元映像技術による超臨場感コミュニケーション技術

Ⅲ．教育分野における具体的プロジェクト

１.フューチャースクールの全国展開と「教育クラウド」の構築推進・・・
●フューチャースクール推進事業

２.ＩＣＴを活用した高等教育・生涯学習等の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●最先端ネットワーク技術を活用した遠隔教育システムの開発・実証
●高度ＩＣＴ利活用人材育成プログラム開発事業
●情報の持つ意味を正しく理解し活用できる能力等（メディアリテラシー）
向上のための調査・開発、啓発活動の展開
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Ⅴ．地域の絆の再生に関する具体的プロジェクト

１.国民本位の電子行政の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●電子政府推進対応ワーキンググループの議論を踏まえた実証実験

の実施
●地方自治体相互間における標準仕様を活用したバックオフィス

連携と業務プロセス改革等の推進
●共通企業コード導入による行政機関間データ連携の推進
●行政サービスに対するアクセス手段の多様化の推進

【Ｐ12】

Ⅳ．行政分野における具体的プロジェクト

１. 「地域のＩＣＴ利活用率」をベンチマークとしたＩＣＴ利活用推進・・・・
●地域ＩＣＴ利活用広域連携事業
●ユビキタス健康医療技術推進事業

２.地域におけるクラウドサービスの活用促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●ＡＳＰ・ＳａａＳ普及促進環境基盤整備事業
●新ＩＣＴ利活用サービス創出支援事業
●中小・ベンチャー企業向け先進的クラウドサービス創出支援事業
●地域ＩＣＴ利活用広域連携事業（再掲）

【Ｐ13】

【Ｐ14】



３.地域ＩＣＴ人材の育成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●地域ＩＣＴ振興型研究開発

（戦略的情報通信研究開発推進制度（ＳＣＯＰＥ））
●地域ＩＣＴ利活用広域連携事業（再掲）

４.災害時におけるＩＣＴを活用した情報伝達の仕組みの構築・導入推進・・・・

●災害時におけるＩＣＴを活用した情報伝達
●地域ＩＣＴ利活用広域連携事業（再掲）

５.地域のテレワークの普及促進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●地域テレワーク普及推進プロジェクト

６.情報バリアフリー構想の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●ウェブサイトのアクセシビリティの向上

Ⅵ． 「人」中心の技術開発に関する具体的プロジェクト

１. 「Ｕ－３５夢実現プロジェクト（仮称）」の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●戦略的情報通信研究開発推進制度（ＳＣＯＰＥ）

２.医療・教育クラウド等を支える技術の研究開発等の推進・・・・・・・・・
●新世代ネットワーク基盤技術に関する研究開発
●最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発

３. 「脳とＩＣＴ」に関する研究開発の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●ライフサポート型ロボット技術に関する研究開発
●脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発

Ⅶ．地球的課題解決のためのグローバル展開の推進

１.地球的課題解決のためのグローバル展開の推進・・・・・・・・・・・・・・・
●ＩＣＴ海外展開の推進
●アジアユビキタスシティ構想の推進
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ＩＣＴシステムの消費電力を抑制するための技術等の研究開発の推進 工程表
3

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

［標準化の推進］

［製品・サービスの普及］

「最先端のグリーンクラウド基盤
構築に向けた研究開発」の実施

クラウドに関する標準化の推進
・「グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF）」の活動支援
・ＩＴＵ－Ｔ及び諸外国の標準化団体等における標準化の推進

研究開発の実施

順次市場展開製品開発

民間等による取組

研究開発の実施（2009年度採択案件）

（2010年度採択案件）

（2011年度採択案件）

実用化・事業化展開（2009年度採択案件）

［研究実施フェイズ］ ［事業化・実用化展開フェイズ］ ［検証フェイズ］

（2010年度採択案件）

（2011年度採択案件）

●最先端のグリーンク
ラウド基盤構築に向
けた研究開発

●ＩＣＴグリーンイノベー
ション推進事業

研
究
開
発

の
実
施

標
準
化

の
推
進

研究開発成果を活用した
製品・サービスの商用化

研究開発成果を活用した
製品・サービスの普及展開

●グリーンＩＣＴ研究開
発（グリーンネット
ワーク基盤技術の研
究開発）

ノード機器の処理速度１０倍・消費電力１／３基盤技術開発（高速・低消費電力ノード）

基盤技術開発（グリーン光ネットワーク制御）
機器の
消費電力１／５

基盤技術開発（革新的光多重通信） 低消費電力・
大容量伝送

[エクサbps級]

ルータの
処理速度１０倍
消費電力１／１０

基盤技術開発（オール光ルータ）

製品開発・市場展開

製品開発・
市場展開

製品開発・
段階的に
市場展開

●フォトニックネット
ワーク技術に関する
研究開発

製品開発・
段階的に
市場展開

[研究開発の推進］ [研究開発成果の商用化・成果展開］ [クラウドに関する市場の拡大を促進］
連携しながら推進

Ⅰ．環境分野における具体的プロジェクト



データセンター等の省エネ化の推進 工程表
4

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

［ガイドラインの普及促進］

ガイドラインの普及促進

ガイドライン
運用開始

状況に応じ、
ガイドライン
見直し

状況に応じ、
ガイドライン
見直し

状況に応じ、
ガイドライン
見直し

状況に応じ、
ガイドライン
見直し

状況に応じ、
ガイドライン
見直し

省電力を意識した調達により電気通信事業者のＣＯ２排出量削減

●「ＩＣＴ分野におけ
るエコロジーガイド
ライン」の普及促進

調達基準の策定、エコＩＣＴマークの使用、ＩＣＴ装置・データセンターの評価結果等に関する情報のホームページ掲載を働きかけ

Ⅰ．環境分野における具体的プロジェクト



スマートグリッドの導入推進 工程表
5

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

［規格策定］

［標準化の推進］

［実証実験等の実施］

環境負荷低減に資する
技術の導入

環境負荷低減に資する
ＩＣＴサービスの実現・普及

［製品・サービスの普及］

技術規格の
策定・検証

IETF、IEEE、OSGi、ITU等の標準化団体における国際標準化の推進

●ネットワーク統合
制御システムの技
術規格の策定及び
標準化の推進

事
業
の

実
施

標
準
化

の
推
進

技術基準策定
のための地域

実証

●ＩＣＴの積極的な利
活用による地域に
おける環境負荷軽
減の促進

「次世代エネルギー・社会システム協議会」等を通じ、関係各府省で連携

［標準化の推進］ ［日本型スマートグリッドの普及・促進］

関
係
府
省
庁
・

民
間
等
の
協
調

2020年度ま
でに、適用分
野における環
境負荷を

現行比で10%
以上低減

事
業
の
実
施

Ⅰ．環境分野における具体的プロジェクト



環境負荷の高い分野における「Green by ICT」の推進 工程表
6

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

交通渋滞の削減に資する
ＩＴＳ情報通信システムの実証

ＩＴＳ情報通信システムの普及・展開

実証を踏まえた新サービス等の創出

[開発・実証期間] [製品・サービスの普及]

ＩＣＴ利活用を
通じたＣＯ２

削減への貢
献

[実証実験の実施]

[ＩＣＴ利活用グリーン化モデルの普及・促進]

Ｉ
Ｔ
Ｕ
等
の

標
準
化
活
動

国
内
体
制
・実
証
実
験

普
及
・促
進

の
取
組

●グリーンＩＣＴの標
準化の推進

●低炭素社会の実現
に向けたＩＴＳ情報通
信システムに関する
調査及び実証

ＩＴＵ等による「ＩＣＴと気候変動」に関する標準化（ＩＴＵ研究会期）
（ＩＣＴの環境影響評価手法

（全体像、製品・サービス、事業、組織レベル、国レベルの勧告の策定））

前回内容を踏まえた新たな研究
（ポスト京都議定書の新たな枠組みを踏まえた

必要な勧告等の検討）

２０２０年における
ＩＣＴ分野全体のＣ
Ｏ２排出量とＩＣＴ
利活用によるＣＯ
２削減効果の試算

官民協調による国際会議等を活用した我が国初の評価手法やベストプラクティスモデルの発信

国内における標準化戦略の策定国内における標準化戦略の策定

ＣＯ２削減の評価手法等の実証実験

●次世代テレワーク
環境に関する調査
研究

検証方策の検
討及び実証

フィールド検証
フィールド検証
・総括 国際標準化作業への反映

京都議定書第１約束期間 ポスト京都議定書による新たな枠組み

第１次勧告 第３次勧告第２次勧告

Ⅰ．環境分野における具体的プロジェクト



規制・制度の見直し等による遠隔医療の推進 工程表
7

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度
●医療分野におけ
るＩＣＴ利活用の促
進

遠
隔
医
療
の
普
及
促
進

制
度
の
見
直
し
の

検
討

【遠隔医療に係る既存事業】
・「遠隔医療の推進方策に関する懇談会」提言等を踏まえ、
各地域において遠隔医療事業の実施

【遠隔医療の拡大実施】
・広域連携などを中心とした遠隔医療事業の実施
・各地域における社会イノベーション特区の実施

遠隔医療の有効性・安全性の実証、エビデンスの収集・蓄積

【厚生労働省等との調整】
・医師法第２０条の解釈・通知の見直しの検討
・診療報酬の適切な活用の検討

【関係学会、産業界との連携】
・遠隔医療が目指すべき診療報酬等の具体的な調査研究
・遠隔医療の普及に関する産業界との連携の検討

【総務省
ＩＣＴ政策タスクフォース】

遠隔医療等を推進する
ための規制・制度の見
直し検討

研
究
会
等
に
よ
る
検
討

「遠隔医療の推進方策に関する懇談会」

地球的課題検討部会
遠隔医療等推進ＷＧ

[エビデンスの収集・蓄積]

[制度の見直しの検討]
[遠隔医療の普及、実施地域の拡大]

全国各地における遠隔医療の導入

Ⅱ．医療分野における具体的プロジェクト



健康・医療情報等を活用するための情報インフラ整備の推進 工程表
8

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

●医療分野における
ＩＣＴ利活用の促進
[日本版ＥＨＲの推
進]
（健康情報活用基
盤構築事業）

• 診療明細書
及び調剤情
報の電子化
方策

• 健康情報等
を電子的に
活用するため
の基盤に係
る運営主体、
診療情報、健
康情報等の
帰属、取扱い
等の検討

• 効率的でセキュアな情報流通
方策の検討

• 個人・医療機関等間の情報連
携の仕組み確立など電子的医
療・健康情報整備への反映

タスクフォースの検討を受け

個人に向けた診療明細書及び調剤情報（一部）の提供開始

個人に向けた医療情報提供範囲の拡大

高度情報通信
ネットワーク社会
推進戦略本部
（ＩＴ戦略本部）

医療情報化に
関する
タスクフォース

Ⅱ．医療分野における具体的プロジェクト



高度な遠隔医療実現のための技術開発の推進 工程表
9

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

基盤技術開発
（次々世代立体表示技術）

次
々
世
代
立
体

表
示
技
術

● ３次元映像技術

2015年度までに、
画面サイズA6相当の電

子ホログラフィ
表示装置の実現

Ⅱ．医療分野における具体的プロジェクト

基盤技術開発
（高画質裸眼立体映像表示技術）

高
画
質
裸
眼
立
体

映
像
表
示
技
術

超
臨
場
感
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

シ
ス
テ
ム
技
術

基盤技術開発
（超臨場感コミュニケーションシステム技術）

標準化やガイドライン化に向けた取り組み

基盤技術を活用した
製品開発

2015年度以降段階的
に超臨場感コミュニケー
ションシステム(高度遠
隔医療システム等)の

実現



2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

［フューチャースクールの実証期間］ ［フューチャースクールの普及・促進期間］

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
利
活
用
し
た
協
働

教
育
推
進
の
た
め
の
研
究
会

実
証
研
究
等

ガイドラインの
策定

ガイドラインの
改訂

ガイドラインの
改訂

ガイドラインに基づく、フューチャースクールの全国展開の推進

2020年まで
にフューチャー
スクールの
全国展開を

完了

フューチャースクールの全国展開と「教育クラウド」の構築推進 工程表

●フューチャ―ス
クール推進事業

10

ガイドラインの
改訂

ＩＣＴを使った協働教育を推進するための実証研究等
（公立小学校）

ガイドラインを踏まえ、子どもたちの発達段階、教科等
教育現場の実態に即したＩＣＴによる教育改革

（協働教育システムの実現）の推進

（中学校、高等学校、特別支援学校等）

Ⅲ．教育分野における具体的プロジェクト



ＩＣＴを活用した高等教育・生涯学習等の強化 工程表
11

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度
●遠隔教育システム
の開発・実証

［開発・実証］ ［システムの導入・活用］

開
発
・実
証

標
準
仕
様
の

公
開

遠隔教育システムの開発及び
高等教育機関等における実証実験

高度ＩＣＴ人材育成に取り組むＮＰＯ等と連携して遠隔教育システムの導入を促進

標準仕様の
策定・公開

標準仕様の
策定・公開

●高度ＩＣＴ利活用人
材育成プログラム
開発事業

●メディアリテラシー
向上のための調
査・開発、啓発活
動の展開

各利活用分野に
共通なコア部分の
教材ガイドライン

等を開発

ＩＣＴ利活用能力の効果測定プログラム、各
分野（行政・医療・教育・農業等）における
カリキュラム、教材ガイドライン等を開発

成果物の利用による高度ＩＣＴ利活用人材を育成
（企業/自治体等）

調査研究、普及・啓発活動等の実施

青少年を中心としたメディア利用に係るトラブルの減少、放送やインターネット等メディアの健全な利用の促進と発展

調査研究等を踏まえたさらなる普及・啓発活動の実施

2020年まで
に35万人の
高度ＩＣＴ人材

を育成

ＩＣＴリテラシー育成のた
めの実践的な枠組みに

関する調査

ＩＣＴリテラシー育成のための
実践的な枠組みに関する実証研究

Ⅲ．教育分野における具体的プロジェクト



2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

国民本位の電子行政の推進 工程表
12

●地方自治体相互間
における標準仕様を
活用したバックオフィ
ス連携と業務プロセ
ス改革等の推進

モデル地域にお
ける本格的な
サービス提供

地方自治体間等にお
けるバックオフィス連
携による業務プロセス
改革案、システム改革
案の作成等

サービス提供地域・範囲
の拡大（随時）

自治体クラウドの推進の取組と連携した自治体間等の
バックオフィス連携に関する実証実験とモデルシステム
の開発等

実サービスを
伴う実証

２０１３年度までに国民の
５０％以上が利用可能

２０２０年度までに
週７日２４時間ワンストップ

サービスの実現
※利用頻度、国民の便益の高い行政サービスの週７日２４時間
のオンライン又はオフライン利用の実現

●共通企業コード導入
による行政機関間
データ連携の推進

●行政サービスに対す
るアクセス手段の多
様化の推進

[在り方検討・実証実験] [本格実施・普及]

全国共通電子行政
サービスに関する

整備方針のとりまとめ

改革後の業務
プロセス等の決定

法制度の改正（随時）

企業コードの在り方検討 制度整備 共通企業コードセンター（仮称）の設置、企業コードの整備・連携の推進（順次）

検討・実証結果を
踏まえた措置の実施

（システム開発、導入等）

２０２０年度までに申請手続や
証明書入手を必要に応じ、
週７日２４時間ワンストップで

行えるように順次施策を拡大、推進

携帯電話、デジタルテレビ等からの
行政サービスへのアクセス方式の検
討・実証

Ⅳ．行政分野における具体的プロジェクト

●電子政府推進対応
ワーキンググループ
の議論を踏まえた実
証実験の実施 利用者のニーズ等を明確化する実証実験

国民本位の電子行政の実現
に向けた方策の検討

電子政府推進
対応WG

ＩＴ戦略本部「電子
行政に関するタ
スクフォース」等
の議論に反映

ＩＴ戦略本部「電子行政に関するタスクフォース」等

情報連携基盤、データ連携ＡＰＩ仕様検討、
省庁間、政府・自治体間等でのデータ連携実証
による課題抽出

企業コードの対象となる企業の利便性や
行政の効率化の観点から在り方を検討



「地域のＩＣＴ利活用率」をベンチマークとしたＩＣＴ利活用推進 工程表
13

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

広
域
連
携
を
前
提
と

し
た
Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用

委
託
事
業
の
実
施

地
域
Ｉ
Ｃ
Ｔ
人
材
育
成
・活
用
手
法

及
び

Ｉ
Ｃ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
の
標
準
仕
様
の
策
定
・普
及

2013年までに
「地域のＩＣＴ利
活用率」の倍
増を実現

広域連携を前提としたＩＣＴ利活用委託事業の実施

●地域ＩＣＴ利活用広
域連携事業

●ユビキタス健康医
療技術推進事業 実証実験の実

施・技術的課題
抽出

実証実験
の実施・成
果取りまと

め

成果取りまとめ・普及啓発
ユビキタスネット技術の導入

ガイドラインの策定

医療機関における
ユビキタスネット技術の

普及・拡大

平成22年度分
の

委託事業実施

平成23年度分
の

委託事業実施

平成24年度分
の

委託事業実施

標準仕様等の策定
標準仕様書の
最終アップデート

Ⅴ．地域の絆の再生に関する具体的プロジェクト

標準仕様等の普及



2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

ＩＣＴを利活用した新規サービス、ソリューションの開発・
実証プロジェクト
→技術の確立、技術標準化、運用ガイドラインの策定

成果の普及・展開

地域におけるクラウドサービスの活用促進 工程表

●地域ＩＣＴ利活用広
域連携事業
（再掲）

フォーマット変換機能、
多要素認証機能、
履歴確認機能
の実証実験

Ａ
Ｓ
Ｐ
・Ｓ
ａ
ａ
Ｓ

普
及
拡
大
の
た

め
の
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
等
の
作
成

利
用
高
度
化
の
た
め

の
実
証
実
験

分野別ガイドラインの策定等の検討

情報ｱｸｾｽｺﾝ
ﾛｰﾙ機能、ﾄﾗﾝ
ｻﾞｸｼｮﾝ制御機
能の実証実験

総
合
的
な
実
証

産業界等で分野別ガイドラインが活用され、それぞれの分野においてＡＳＰ・ＳａａＳの利用が促進

ＡＳＰ・ＳａａＳ事業者の連携が進み、利用者の利便性が向上

ＡＳＰ・ＳａａＳ事業者の連携に
必要となる諸機能の実証

●ＡＳＰ・ＳａａＳ普及
促進環境基盤整備
事業

●新ＩＣＴ利活用サー
ビス創出支援事業

[開発・実証等の実施] [普及・展開]

14

●中小・ベンチャー
企業向け先進的ク
ラウドサービス創
出支援事業

【Ｐ１３ 参照】

先進的ＩＣＴを活用した
クラウドサービス開発
のためのプラットフォー
ム提供及び、技術の観
点からの指導・相談

公的機関が保有するデー
タベースを活用したクラウ
ドサービスの開発にあたり、
データベースを活用するた
めの環境整備

クラウドサービス事業者の増加
高付加価値のクラウドサービス

による国際競争力強化

分野・課題
の検討

分野・課題
の検討

分野・課題
の検討

ICTの徹底利活用の促
進による持続的経済
成長・新たな市場の
創造

Ⅴ．地域の絆の再生に関する具体的プロジェクト



地域ＩＣＴ人材の育成 工程表

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

●地域ＩＣＴ利活用広
域連携事業
（再掲）

●地域ＩＣＴ振興型研
究開発

（戦略的情報通信研
究開発推進制度
（ＳＣＯＰＥ））

委
託
研
究
開
発
の
実
施

国際標準獲得

実用化・事業化展開

関連研究開発プロジェクトへの展開

研究者育成

15

継続
評価

終了
評価

追跡
評価

【Ｐ１３ 参照】

※ 2012年度以後も、公募・採択を行う。

プログラム、評価
体制等の見直し

2011年度採択課題

Ⅴ．地域の絆の再生に関する具体的プロジェクト



研
究
開
発
、
実
証
実
験
、
関
係
者
と
の
調
整
等

携帯電話の活用に関する
携帯電話事業者との調整等

各種技術の普及促進

ホワイトスペース
を活用した電波
の有効利用の
ための方策策定

研究開発や実証実験の結果を踏まえ、ホワイトスペース活用の全国展開

公共ブロードバンド
移動通信システム
実現に向けた
制度整備

公共ブロードバンド
移動通信システム

の実用化

制
度
整
備

総務省消防庁
における双方向の

情報発信
（Twitterの活用による）

災害時におけるＩＣＴを活用した情報伝達の仕組みの構築・導入推進 工程表

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

●地域ＩＣＴ利活用広
域連携事業
（再掲）

●災害時におけるＩＣ
Ｔを活用した情報
伝達

16

【Ｐ１３ 参照】

Ⅴ．地域の絆の再生に関する具体的プロジェクト

様々なメディアを通じて地域住民に災害情報等を提供する仕組み（安心・安全公共コモンズ等）の普及促進
（関係省庁との連携及び地方公共団体、通信・放送事業者、インフラ事業者等との調整）



2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

●地域テレワーク普
及推進プロジェクト

［安心と利便性を両
立するテレワークシス

テムの確立］

［柔軟な働き方による地域での就労や地域活性化等への貢献]

2015年までに在宅型テレワーカー
700万人達成目標

テ
レ
ワ
ー
ク
利
用
環
境

の
整
備

テ
レ
ワ
ー
ク
の

普
及
啓
発
活
動

安心・安全に
誰もが利用で
きるテレワーク
システムの確
立

使いやすいテレワークシステムの普及・展開

地域のテレワークの普及促進 工程表
17

実証実験の成果を踏まえた普及啓発

① 低廉でオープンなテレワークシステムや、
簡便なテレワーク時の勤務管理システムの構築

② 業務フロー等のガイドライン策定

③ 人的支援を一体とした「地域テレワーク普及推進
プロジェクト」を一体としたプロジェクトを実施

Ⅴ．地域の絆の再生に関する具体的プロジェクト



日本工業規格
JIS 8341 第３部：
ウェブコンテンツの改訂

[アクセシビリティの普及啓発]

●ウェブサイトのアク
セシビリティの向上

ウェブサイトのアクセシビリティの向上

調
査
・
開
発
整
備

事業助成事
業
助
成

ウェブアクセシ
ビリティ評価
ツールの開発

みんなの
公共サイト運用
モデルの改訂

アクセシビリ
ティ教育ツー
ルの開発

みんなの公共サイト運用モデルの普及・啓発

ウェブアクセシビリティ評価ツールの普及・啓発

アクセシビリティ教育ツールの普及・啓発

情報バリアフリー環境の整備 工程表

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

18
Ⅴ．地域の絆の再生に関する具体的プロジェクト

[ICTの利用機会及び活用能力の格差の解消]



追跡
評価

終了
評価

終了
評価

「Ｕ－３５夢実現プロジェクト（仮称）」の実施 工程表
19

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

2011年度採択課題

国際標準獲得

実用化・事業化展開

関連研究開発プロジェクトへの展開

研究者育成

継続
評価

継続
評価

継続
評価

●戦略的情報通信
研究開発推進制度
（ＳＣＯＰＥ）

プログラム、評価
体制等の見直し

※ 2012年度以後も、公募・採択を行う。

2012年度採択課題

2013年度採択課題

Ⅵ．「人」中心の技術開発に関する具体的プロジェクト



医療・教育クラウド等を支える技術の研究開発等の推進 工程表
20

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

［研究開発の実施、標準化の推進等］
［研究開発成果の実用化］

新世代
ネットワーク
を実現

ＩＴＵ－Ｔ
FG-FN
における
取組推進

新世代ネットワーク推進フォーラムにおける産学官連携による取組

諸外国の関連機関との連携

基礎技術開発の実施

大規模国際相互接続・社会実証

大規模ネットワーク実証

ＩＴＵ－Ｔ SG13等における標準化の推進

［普及展開］

●新世代ネットワー
ク基盤技術の研究
開発

研
究
開
発
の
実
施
等

国
際
標
準
化
の
推
進

●最先端のグリーンク
ラウド基盤構築に向
けた研究開発

【Ｐ３ 参照】

Ⅵ．「人」中心の技術開発に関する具体的プロジェクト



「脳とＩＣＴ」に関する研究開発の推進 工程表
21

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

［国による基盤技術の研究開発］

［民間企業等による製品開発］

段階的に、
ネットワークロボットサービスを展開

実証実験等による機能検証、評価・改良

基盤技術の研究開発

●ライフサポート型
ロボット技術に関
する研究開発

国
に
よ
る
取
組

民
間
等
に
よ
る
取
組

基盤技術の開発
（脳活動の統合的活用による
情報通信技術の研究開発）

基盤技術の開発
（ＩＣＴ・脳情報融合インタラクション基盤技術の研究開発）

ネットワーク型
ＢＭＩサービスの実現

[国による基盤技術の研究開発]
[民間企業による製品開発、普及展開]

●脳の仕組みを活
かしたイノベーショ
ン創成型研究開発

国
に
よ
る
取
組

民
間
等
に
よ
る
取
組

順次、研究開発成果を活用した製品開発、標準への 反映

［ネットワークロボットの普及・展開］

製品開発・
段階的

に市場展開

Ⅵ．「人」中心の技術開発に関する具体的プロジェクト



地球的課題解決のためのグローバル展開の推進 工程表
22

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

●ＩＣＴ海外展開の推
進

我が国ＩＣＴ
産業の中
南米、アフ
リカ、アジア
等への積
極的な展
開を支援

展開ロードマップ策定

[モデルシステムの検討・構築・運用]

[我が国の方式及び技術基準の導入、国際標準化の推進]

[相手国における運用開始／普及による海外市場の拡大]

我が国ＩＣＴの展開方策の調査分析等

我が国ＩＣＴの普及に向けたセミナー等の積極的な実施。

●アジアユビキタス
シティ構想の推進

実証事業の成果展開

ニーズ調査
対象国・地域

の検討 モデル地域の設定
複数のＩＣＴモデルの集中的な実証事業の実施

実証事業、成果展開を支える人材育成の実施

[ＩＣＴモデルの検討、モデル地域での集中的な実証］ [ＩＣＴモデルの確立、アジアへの展開促進］

相手国における我が国ＩＣＴの導入の推進
我が国ＩＣＴの国際標準化の推進

相手国の社会・経済のニーズに対応したモデルシステムの構築・運用

相手国における運用開始

Ⅶ．地球的課題解決のためのグローバル展開の推進




